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どぼくって
頑張ってる！

受注者用説明資料



１ 導入の経緯
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・ 指名競争に比べ手続が煩雑

・ 指名競争に比べ日数が必要

・ 技術者の同種工事施工経験が必要

・ 入札公告作成の手間

・ 申請書、資料の作成、確認

R7.4～全庁施行

・ 資格設定調書、入札公告作成の簡素化

・ 資格要件をコリンズ検索条件と統一

・ 資格申請、資格確認の省略（要確認者除く）

現行の制限付き、指名競争の中間
となる制度創設

・ 建設産業の担い手確保

・ 建設産業の働き方改革の推進

・ 適正工期の確保

・ 施工時期の平準化

・ 配置技術者の効率化

建設産業の課題 現行の制限付き一般競争の課題

交通基盤部業務改善

タスクフォース

R6.10～試行開始



２ 実施方法
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対象工事

入札前審査型によらない工事

対象外

・企業の同種工事実績をCORINZの検索条件と異なる

要件とする場合は実施できません。

・配置予定技術者の同種工事経験は設定できません。

総合評価落札方式によらない工事

各発注機関で選定

予定価格５億円未満の工事



３ 入札公告の作成①
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３ 入札公告の作成②



３ 入札公告の作成③
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３ 入札公告④－１
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パターン①
現行の入札公告と同様



３ 入札公告④－２
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パターン②
現行の指名通知と同様（自由記載）



３ 入札公告の作成⑤
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簡易タイプ・共通事項



４ 入札日程の設定
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区分 期間等

設計図書等質問受付期間 公告の翌日 ～ 令和 年 月 日（ ）

上記回答閲覧期間 令和 年 月 日（ ） ～ 令和 年 月 日（ ）

入札参加表明書提出期限 公告の翌日 ～ 令和 年 月 日（ ）

入札書等受付期間 令和 年 月 日（ ） ～ 令和 年 月 日（ ）

開札日時 令和 年 月 日（ ） 午前 時 分

資格確認申請書及び確認資
料提出期限（要確認者有りの
場合）

通知の日 ～
（原則）
７日間（土日祝日除く）

資格がない者の質問請求期限 通知の日の翌日 ～ ３日間（土日祝日除く）

上記回答期限 質問書受付日の翌日 ～ ５日以内（土日祝日除く）

落札決定予定日
（要確認者なしの場合）
（要確認者有りの場合）

令和 年 月 日（ ）
令和 年 月 日（ ）

現行制限付きと同一

落札決定日

申請書等提出期限日以降

現行制限付きと同一

現行制限付きと同一

現行制限付きと同一

現行制限付きと同一

通知の日の翌日から２日間



４ 「要確認者」とは？

11

要確認者

入札参加資格が有ることを確認
できない者が落札候補者となっ
た場合

発注機関が必要と認める場合

資格設定調書の想定業者

（コリンズ検索結果）以外

入札参加資格の有無を確認

コリンズ登録内容に

疑義がある場合等



５ 入札参加表明書（簡易タイプ様式第２号）
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６ 入札参加資格確認申請書（簡易タイプ様式第３号）
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７ 電子入札システムの取扱い①
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（発注者）
・ システム上は「入札後審査型」による。

・ 「参加表明書」は入札参加資格申請画面から受理（次ページ参照）

・ 「参加表明書」の受理及び受付票の発行は、システム上、現行の「資格確認申請書」と

して取り扱う。

・ 「事後審査資料」を「入札参加資格確認申請書及び資格確認資料」と読み替え

･ システム上、要確認者以外の落札候補者にも、事後審査資料提出依頼通知書を発行

・ 事後審査資料提出依頼通知書発行画面「備考欄」に以下を記載

要確認者以外：「申請書、資料の提出は不要です。」→落札決定

要確認者：「開札の結果、貴社は要確認者のため、期限までに入札参加資格申請書及

び資格確認資料を提出してください。」

（受注者）
・ 「参加表明書」は入札参加資格申請画面からファイル添付（次ページ参照）

・ 申請書の受理及び受付票の発行は現行どおり（「資格確認申請書」として通知される。）

・ システム上、要確認者以外の落札候補者にも「事後審査資料提出依頼通知」が到達

・ 「事後審査資料」を「入札参加資格確認申請書及び資格確認資料」と読み替え

・ 「備考欄」を確認し、要確認者は申請書及び資料を期限までに提出



７ 電子入札システムの取扱い②
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受注者側

「参加表明書提出」は「一般競争入札参加資格確認申請書」画面に添付

「参加表明書」（簡易タイプ様式第２号）を作成、添付



７ 電子入札システムの取扱い②－２
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発注者側

入札前の「一般競争入札参加資格確認通知書」

「条件」（記載例）

本入札は簡易タイプです。

本通知書は、システム上形式的に送信するものであって、入札参加資
格の有無について通知するものではありません。

なお、入札の際に「入札価格（工事費）内訳書」を添付してください。（様
式は「入札情報サービス（PPI)に掲示します）。

入札価格（工事費）内訳書を提出しない又は不備がある場合は、入札が
無効となることがあります。

システム上、形式的に送信するものであって、資格の有無
を通知するものではない



７ 電子入札システムの取扱い③
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・ 「備考欄」に以下を記載

要確認者以外「申請書、資料の提出は不要です。」

要確認者「開札の結果、貴社は要確認者のため、期限までに入札参加資格申請書及

び資格確認資料を提出してください。」



受 注 者発 注 者
資格設定調書作成

入札公告

入札参加表明書提出

落札決定

入札・開札

資格委員会・入札執行伺

入札価格（工事費）内訳書

申請書及び資料提出

不適格通知

落札候補者が
要確認者か？

資格確認
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８ 簡易タイプ入札手続フロー図

通知翌日から２日（土日等除く）


